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１．視察レポート

（1）工賃水準ステップアップ対象事業の作業の状況

　●キーワード：・下請中心の作業から自主生産（新規食品事業）への転換

・比較的障害の重い人が作業している状況

　・ 現時点では製造部門（自動車部品検査、箱組立作業、ソテツの実加工、巻き線加工）と印刷部門で作業を実施しており、特に製造部門は下請作業が中心で工賃が低い状況にある（17年度実績11,860円）。20年4月の新体系事業への移行にともなう現行作業の見直し（下請中心から自主生産への転換）によって付加価値を高め、工賃を高めていく取り組みの必要性は妥当と考える。

　・ なお、視察施設の運営法人は福祉工場も運営しており、作業能力の高い人は福祉工場で作業し、比較的障害の重い利用者が視察施設（西多賀ワークキャンパス）で作業している。このような利用者の持てる能力を発揮して作業可能な作業科目の選定、当事者として明確な意見を持った利用者の声に十分配慮して事業を進めている状況が伺えた。

（2）利用者の工賃アップに対する意識

　●キーワード：・利用者の工賃アップに対する意識は高い

・「新しい作業についていけるのか」期待と不安の入り交じり

　・ 作業科目ごとの利用者代表１名からなる「利用者会議」を月１回ペースで開催し、工賃水準ステップアップ事業の趣旨や目的、工賃アップの必要性を十分に説明しつつ事業を進めている。

　・ 現地視察の際に利用者と視察委員との意見交換を１時間ほど行い、本事業の趣旨について利用者が十分に理解しており、工賃アップに対する意識も高いことが聴き取れた。その反面、自分が新しい作業についていくことができるのか、期待と不安が入り交じっており、当事者として真剣に利用者会議に参画しているようすが伺えた。

（利用者の期待の声）

　　・ 工賃を高くしてほしい。

　　・ 新しい事業にチャレンジできる。

　　・ ｢与えられたことをやる｣から｢やりたいことができる｣ことへ変わる。

　　・ 地域の人々と交流ができる。

（利用者の不安の声）

　　・ 工賃は高い方がよいが、人間性を無視した事業、利用者ができない事業になっていないか。

　　・ 利用者にとってやりたいこととやらされることは違う。

　　・ どういう作業をやるのか、また自分がやれるのか心配だ。


（3）職員の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識

　●キーワード：・むしろ利用者からの積極的な発言の方が目立つ

・現状を打破する一層のチャレンジ精神が必要

　・ これまで職員は受身（指示待ち）の姿勢でより高い工賃を目指すことへの意識が希薄だったが、今回のモデル事業を進めるにあたり、個々の職員からの目標管理シートの提出、各職員からの具体的提案の提出、他施設や企業の見学等を行うことにより、職員が主体的にかかわっていく意識が徐々に高まっていったとのこと。ただし、職員にとってこのような仕事の進め方は初めてのことであり、不慣れなケースが多く、現地視察においても、むしろ利用者の当事者の立場からの積極的な発言の方が目立ったように見受けられた。職員の現状を打破し、新たな事業へのより一層のチャレンジ精神を期待したい。

（4）施設長の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識

　●キーワード：・地域と交流できる施設づくりを志向

　　　　　　　　・主体性（当事者意識）を利用者や職員に持たせる仕掛けづくり

　・ 施設長からは「平成20年４月からの新体系事業への移行（施設移転）をきっかけに、現在の下請作業中心の体制見直しを図り、新規作業の開拓を積極的に図っていきたい」とのこと。そして現地視察における移転予定用地の見学を通じ、地域住民とのかかわりの薄い場所から街中へと移転する状況と施設長の思いを体感することができた。街中への移転にともない、移転先地域とのかかわり（地域の社会福祉施設との調整や地域住民とのかかわり）を大切にする姿勢が伺えた。新規事業（食品事業）の売上げ確保のためには地域の理解と協力が不可欠である。

　・ なお、利用者の代表による利用者会議や職員による作業開拓プロジェクト会議を設定し、具体的な事業見直しの原案はここから提案するようにしている。事業推進にあたって意図的に利用者や職員がかかわるようにすることにより、主体性（当事者意識）を持たせる効果が見受けられた。

（5）地域ネットワーク会議の開催状況

　●キーワード：・報告に多くの時間が取られていて運営の工夫が必要

　　　　　　　　・新たな発想や考え方を委員から学ぶことができる

　・ 県社会福祉協議会、生協関係者、県セルプ協、県セルプセンター、専門家（フードコーディネーター）、計５名の少数による地域ネットワーク会議の編成で月１回のペースで進めていたが、実際の会議の運営において報告（職員によるプロジェクト会議の内容報告）に多くの時間がかかってしまったとのこと。実質的な協議の時間の確保（委員のさまざまな立場からの意見の引き出し）ができるよう、会議の運営のさらなる工夫が必要と思われる。

　・ さまざまな立場の委員が集まったことにより、福祉の立場からでは考えられなかった新たな発想や考え方を委員から学ぶことができたとのこと。特に具体的な食品事業の新規立ち上げにあたり、専門家（フードコーディネーター）や近隣の授産施設の成功事例（県セルプ協副会長）、今後の商品流通や販路の確保のための生協関係者、の地域ネットワーク会議の委員としての加入の効果が高い。

２．視察委員の評価

（1）対象事業（対象作業科目）選定プロセスの評価

　●キーワード：・施設移転にともなう地域性を考慮した対象作業科目の選定

・利用者の意向を十分に反映した対象作業科目の選定

　・ 現地視察における移転予定用地の見学を通じ、現在の施設所在地（地域住民とのかかわりの薄い場所）から街中への移転を体感できた。街中に所在していること、施設のことを地域住民に理解していただくことなどのために「食品事業」を選定したことは妥当と考える。

・ 移転予定用地の調査も着実に実施しており、特に競合することが想定される地域の社会福祉施設の調査（小規模な授産施設が多く、弁当の宅配・販売をやっているところが多い状況）に基づき、あえて作業科目のバッティングを避けた姿勢、地域の農家と協力できる可能性（地域の食材の仕入れ等）などに考慮した作業科目の選定プロセスは評価できる。

・ また、利用者からの提案にじっくりと耳を傾けて具体的作業科目の選定にあたっている姿勢も評価できる。利用者からの提案である新施設の駐車場の空き用地を利用したブルーベリー栽培などについても、その実現に向けて具体的に動き始めている。

・ なお、仙台市からの移転予定用地取得の取り決め事項の関係で、現地調査時点（１月30日）で地域住民への説明会の実施ができない状況にあった（議会への説明後に解禁）。今後の移転先地域住民への説明会やニーズ調査の実施を通じ、地域住民の理解と協力の下、工賃アップの売上増を支える実施に向けた対象作業科目のさらなる精査が期待される。

（2）具体的数値目標の達成度の評価（今後の達成の見通し）

　●キーワード：・今年度は具体的数値目標・改善計画策定の段階

・専門家（食品関係）のアドバイスが有効

　・ 新規事業の立ち上げに向けた取り組みであること、利用者（当事者）の意見の反映や移転予定用地の取り決め事項の関係（地域住民への説明会の解禁が２月となる関係）もあり、今年度（６ヵ月）は数値目標・改善計画の策定までの段階にとどまっている。

　・ 今年度策定した計画に基づき、今後、地域ニーズの把握を十分行うとともに、計画実行に向けて専門家（食品関係）のアドバイスを受けつつ、引き続き取り組みを進めていけば、目標達成は有望と思われる。

（3）改善計画・計画実行スケジュールの評価

　●キーワード：・利用者（当事者）の意向も取り込んだ改善計画

　　　　　　　　・職員や利用者のスキルアップのための研修の充実が必要

　・ 利用者（当事者）の今後への期待と不安が入り交じるなか、自らが当事者として工賃アップの取り組みを理解し、主体的かつ積極的な提案が出され、改善計画に反映している点が評価できる。なお、今後の計画実行にあたり、新規事業となる食品事業の円滑な実施に向け、職員や利用者のスキルアップのための研修の充実が必要になると思われる。

（4）地域ネットワーク会議の効果についての評価

　●キーワード：・専門家（フードコーディネーター）からの具体的なノウハウの提供

　　　　　　　　・今後の事業推進にあたっての協力体制の確保

　・ 食品関係で専門的なアドバイスを得たいとの趣旨から、地域ネットワーク会議の委員に地元テレビにも出演している著名なフードコーディネーターが加わっている。地域ネットワーク会議の席上やその他必要な場面でも具体的なノウハウを提供していただき、計画策定にあたって大きな効果を挙げている。

　・ また、今後の商品流通や販路の確保を見据えて生協関係者、他の授産施設での成功事例（ピザハウス）の関係者も委員として加わっており、今後の計画の実施にあたっての協力体制に効果を挙げるものと思われる。

（5）コンサルタント等の指導に対する評価

　●キーワード：・改善計画策定にあたってコンサルタントの指導は効果的

　　　　　　　　・今後の計画実行段階では実務上（食品関係）の専門家の指導が必要

　・ コンサルタントが職員によるプロジェクト会議、利用者の代表による利用者会議、地域ネットワーク会議に毎回欠かさず出席し、食品事業の創設という大枠の計画立案の段階において強い指導力を発揮しているようすが伺える。

　・ 改善計画（対象事業のターゲット）が絞られ、今後の計画実行段階においては、実務上（専門家）の専門家による実践的な指導が必要になる。

（6）総合評価

　●キーワード：・今年度は具体的数値目標・改善計画策定の段階にとどまる

　　　　　　　　・新規事業の立ち上げと利用者・職員の意識改革には一定の期間が必要

　・ 西多賀ワークキャンパスの取り組みは、新体系事業への移行ならびに施設移転（地域とのかかわりが薄い場所から街中への移転）にともなう、「地域に開かれた施設への転換」への挑戦である。地域住民をターゲットとして販売戦略を策定する上で、地域住民の理解と協力は欠かせないものである。また、利用者や職員の声をよく聴き、改善計画に反映させている点は評価できる。施設全体の取り組みとしていくためには、利用者や職員が「自らの取り組みである」との理解と意識改革は不可欠である。

　・ 今年度の取り組み内容は、数値目標・改善計画策定の段階にとどまっているが、新規事業の立ち上げ、利用者・職員全体を巻き込んだ意識改革の本気の取り組みには一定の期間が必要なことが、この取り組み実践からも理解できると思う。計画期間である３年間のスパンで大局的に今後も引き続き取り組みを行い、20年度の最終工賃目標を実現させていただきたい。

３．今後の課題と展望

 ●キーワード：・移転・新築と新事業の開発

 ・実務的な専門家の協力と利用者･職員のスキルアップ訓練プログラムの必要性

　・ 本年度の取り組みを通じ、現行作業の見直しと具体的数値目標の設定と改善計画の内容が固まり、今後の方向性が見えてきた。しかし、施設にとって長年住み慣れた地域と事業から、全く新しい地域での事業に挑戦することになる。行政の協力によって、街中に広大な土地が確保された。これは施設にとって飛躍のチャンスである反面、危険な賭けでもある。とりわけ、これまで経験のない食品分野への挑戦であり、専門家の協力とスキルの獲得は重要である。

・ 平成20年４月の新体系事業への移行に向けて19年度は本格的な実行段階の年になる。実行段階におけるポイントは実務的な専門家の協力と利用者と職員のスキルアップのための訓練プログラムをいかに充実させるかということになる。改善計画の内容に基づき、これらのことを着実に実施し、かつ移転先の地域住民の理解と協力を得ることができれば、20年度の最終工賃目標（15,500円→30,000円）の実現の可能性は大である。今後の引き続きの取り組みに期待したい。
①西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）





①西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）





①西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）





①西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）




































































